別記様式第４号（第５条関係）
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平成 年 月 日

添付書類 メータ設置平面図（住宅部分を除く。）

店舗事務所等の給水設備及び散水栓等共同設備部分のメータの詳細

（必要項目：取付年月日、口径、取付指示数、検定期間満了年月日）

※太線の中のみ記入してください。
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調　定　番　号 水　栓　番　号



（　　　　　　）

－

（　　　　　　）

－

公営中高層住宅の各戸計量各戸収納適用申請書

兼散水栓等料金適用申請書

大 阪 市 水 道 局 長



 氏 名 印

営特3-357



 電 話



　住　所

平成

　氏 名 印

　　（注）申請者と同一の場合でも必ずご記入ください。　

入居予定年月日



－



分

譲

住

宅

　住　所  氏 名 印

 区 分 所 有 者 の 代 表 者 （ 給水契約者 ）

 電 話

日承認

申

 

 

請

 

 

者

上記所有者の代理人

 電 話

 所 有 者 （ 給水契約者 ）

賃

 

貸

 

住

 

宅

　住　所

 氏 名 印  電 話

（　　　　　　）



月



月 日受付



階　　層

入居数

住　　居

平成 年



年

  住  所

総戸数 入居戸数



水道メータ

の取付数



住宅戸数

及び

店舗数

住　　　　宅



（　　　　　　）

－

地上　　　階

地下　　　階



　次の住宅について、別紙の条件及び関係規程を遵守のうえ、各戸計量及び各戸収納の取扱い及び散水栓等

の料金適用を申請します。

　なお、別紙の条件及び関係規程に違反し、局長の指摘に対して是正しない場合は、各戸計量及び各戸収納

の取扱いが解除されることに同意します。

所　在　地

管

理

責

任

者

名　　　称



／

／ 総店舗数

有　・　無

店舗（事務所等を含む）

増圧式給水

高置水槽

棟　　数

受 水 槽



戸 戸 戸 戸

店　　舗 散水栓等

水道メータの種別

平型（円読）・デジタル（直読）

電　子　式・遠　隔　指　示

個 個 栓 個
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公営中高層住宅の各戸計量各戸収納の取扱いについて（条件）   １   適用住宅   公営中高層住宅のうち大阪市水道事業給水条例施行規程第 30 条の適用があるものをいう。   ２   子メータ等の設置基準及び維持管理   所有者又はその代理人若しくは区分所有者の代表者（以下「住宅の所有者」という。）は、各戸 メータ及び散水栓等のメータ（以下「子メータ」という。）の設置及び取替並びに給水設備の修繕、 水質保持その他一切の給水設備の維持管理を自己の責任と負担において行い、次の各号に定める事 項を遵守しなければならない。ただし、「共同住宅の各戸メ ータ局管理の実施に関する要綱」の規 定により各戸メータ局管理の 申請 を 承認 した公営中高層住宅のメータの維持管理については、同要 綱の規定に基づき行う。   ( １ )   子メータを遠隔指示方式とする場合は、その設置 及び維持管理 については 、 「公営中高層住 宅等における私設メータ 等 の設置並びに維持管理要綱」によること。また、遠隔指示メータを撤去 するときは、「遠隔指示メータ設置廃止申請書」により届け出、 大阪市水道局（以下「当局」とい う。） の 点検 、収納等の業務に支障が生じないよう当局の承認を受けること。なお、遠隔指示メー タの撤去完了 後に「遠隔指示メータ撤去完了届」を提出すること。   ( ２ )   受水槽には、満減水警報装置を設置していること。また、直結給水用増圧装置については、 「直結給水設計施行基準」に基づいて施行されていること。   ( ３ )   子メータは、検定有効期限内のもので、かつ、正常に作動すること。なお、子メータが、計 量法に基づく検定有効期限を満了したとき又は故障したときは、速やかにメータを取替え、その旨 大阪市 水道局長（以下「局長」という。）に届け出ること。   ( ４ )   給水設備に漏水等の異常があるとき 、 又は維持管理について局長が必要な措置を指 示したと きは、直ちに必要な措置を講じ、その旨報告すること。   ３   計量及び料金徴収 等   ( １ )   子メータの料金 等 の算定及び請求 先 については、「公営中高層住宅の各戸計量及び各戸収納 等の実施に関する要綱」第６条の各号の規定に基づくものとする。   ( ２ )   公営中高層住宅の入り口がオートロック式の住宅については、 当局 またはその指定する者に 対して、暗証番号の教示又は開錠鍵の貸与もしくは所有者等の立会い等の解錠方法を「オートロッ ク解錠方法（変更）届」により届け出、 当局 の点検、収納等の業務に支障が生じないよう措置でき ること。 な お、開錠鍵の貸与による場合は借用書を取り交わし、解錠方法に変更があった場合は速 やかに届け出ること。   ( ３ )   メータ設置場所は施錠しないこと。やむをえず施錠する場合は、前号の取扱いと同様とする。   ( ４ )   入居者の転出に伴う料金 等 の未収を防止するため、住宅の所有者においては、敷金等の清算 をする場合は、必ず料金 等 を完納しているかを確認し、当局の料金徴収に協力すること。   ( ５ )   住宅の所有者又は管理責任者は、入居者が転入、転出する場合は、水道使用の開始、中止の 届出を確実に行うよう指導すること。   ( ６ )   各入居者、店 舗事務所等、共同設備部分及び散水栓等の料金 等 の未納があった場合は、住宅 の所有者が支払うこと。   ４   その他   ( １ )   上記の条件を遵守しない場合、各戸計量 及び 各戸収納 の取扱い を 解除 することがある。   ( ２ )   条例等が改正され本申請条件に変更が生じた場合であっても、住宅の所有者に著しい不利益 をもたらすものでない場合は、変更後の条件に基づくものとする。      


